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第５章

住生活基本計画

この章は、住生活基本法第15条に規定する全国計画、同法第17条
に規定する都道府県計画に即した本市の計画です。 《第二次計画》

第１章 共通編

第２章 都市計画マスタープラン

第３章 立地適正化計画

第４章 緑の基本計画

第５章 住生活基本計画
住宅施策の方針

資料



第5章 ー住生活基本計画ー

１．目的・背景

２．計画の位置付け

４．国・北海道の計画の概要

本市では、昭和40年代の花川地区の開発以降、人口の著しい増加に対応した住宅供給や、居住環境の質向
上を図るためのまちづくり事業などを進めてきました。また、平成24年３月には「石狩市住生活基本計画」を策定し、
安全で良質な住宅ストックの形成や安心して暮らせる住環境づくりなどに取り組んでいます。

このような中で、人口減少や高齢社会への対応、空家の増加、地震災害への対応などの早急に取り組むべき課題
や、住宅に対する市民の多様化するニーズへの対応が重要となってきており、住宅施策の見直しが必要となってきてい
ます。

こうした背景を踏まえ、本計画は、石狩市民の豊かな住生活の実現を目指し、住生活の安定確保及び質向上の
促進に関する施策を推進することを目的として策定します。

②住宅ストックからの視点
【目標４】住宅すごろくを超える新たな住宅循環シ

ステムの構築
【目標５】建替えやリフォームによる安全で質の高

い住宅ストックへの更新
【目標６】急増する空き家の活用・除却の推進

住生活基本計画（全国計画）平成27年度改定
（計画期間:平成23年度~平成32年度）

北海道住生活基本計画 平成28年度改定

（計画期間:平成28年度~平成37年度）

①居住者からの視点
【目標１】結婚・出産を希望する若年世帯・子育て

世帯が安心して暮らせる住生活の実現
【目標２】高齢者が自立して暮らすことができる住生

活の実現
【目標３】住宅の確保に特に配慮を要する者の居

住の安定の確保

③産業・地域からの視点
【目標７】強い経済の実現に貢献する住生活産業

の成⾧
【目標８】住宅地の魅力の維持・向上

■計画の目標と基本的な施策 ■目標
【目標１】「安全で安心な暮らし」の創造
【目標２】「北海道らしさ」の創造
【目標３】「活力ある住宅関連産業」の創造

■住宅施策の方向性
１．若年世帯や子育て世帯が安心して暮らせる住生活の実現
２．地域で支え合い高齢者が安心して暮らせる住生活の実現
３．住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保
４．「きた住まいる」制度を活用した新たな住宅循環システムの構築
５．リフォームによる安全で質の高い住宅ストックへの更新
６．空き家等の活用・適正管理の推進
７．地域を支える住宅関連産業の振興
８．魅力ある持続可能な住環境の維持・向上

■住宅施策における重点的な取組
１．安心して子どもを生み育てることができる住まい・環境づくり
２．空き家等を含む住宅ストックの有効活用や流通の促進
３．子どもから高齢者まで誰もが地域で住み続けられる住環境や産

業の形成

３．計画期間
本計画は、令和２年度から令和11年度までの10年間を計画期間とします。
なお、計画期間中においても、住宅・住環境を取り巻く情勢の変化に伴い、住宅施策の変更を必要とする場合に

は、適宜計画の見直しを行うこととします。

本計画は、都市・緑・住宅に関する計画を一本の計画と見立て、都市整備の方針を示す「石狩市都市整備骨格
方針」において、住宅施策の方針を示す計画として位置づけられています。
詳細は、１ページに示しております。
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第5章 ー住生活基本計画ー

５．取り組むべき課題

６．市営住宅の目標管理戸数

課題１少子高齢化に対応し、誰もが安心して暮らせる住まいの確保

課題４人口減少に対応し地域特性を活かした持続可能な住環境づくり

課題３安全で良質な住宅の供給

課題２増加する空家の対応

少子高齢化が全国的に進むなか、本市においても、今後は、
超少子高齢社会となることが想定されます（図１）。
そのため、若年世帯が本市に移住・定住しやすい仕組みづく

り、高齢者が在宅で⾧く暮らせる環境づくり、また、若年世帯、
高齢者世帯を含めた住宅確保要配慮者が安定的に住宅が
確保できる仕組みなど、誰もが安心して暮らせる住まいの確保
が必要となっています。

（１）目標管理戸数設定の考え方
市営住宅の目標管理戸数は、将来の人口推計および世帯推計から、公営住宅等⾧寿命化計画策定指針で定

められた国土交通省のストック推計プログラムを用いて算出し、低所得者の住宅不足を緩和するために必要な戸数を
設定します。
設定にあたっては、市内の道営住宅(527戸)や公的賃貸住宅(UR住宅)(430戸)、更には、低価格帯の家賃で

供給されている民間賃貸住宅などの住宅事情を考慮しています。

図１ 年齢別人口構成比の推移
資料:国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所

全国と比べると低いものの、近年における本市の空家率は増
加傾向にあり、今後も、人口減少に伴い空家が増加することが
想定されます（図２） 。
そのため、居住環境の安全性を損なう可能性のある危険な

民間空家の対応や、良質な空家の流通促進など、空家の対
応が必要となっています。

図２ 空家率の推移 資料:住宅・土地統計調査

近年、東日本大震災（平成23年）などの地震災害が全国各地で頻発し、北海道においても胆振東部地震
（平成30年）が発生しました。昭和56年以前に建築された旧耐震基準の住宅は、新耐震基準の住宅と比べて
被害が多い傾向にあることから、住宅の耐震化が重要な課題となっています。
そのため、住宅の耐震化や安全で良質な住宅の流通を促進し、安心して暮らせる居住環境を形成していくことも重

要です。

人口減少が全国的に進んでいるなか、本市においても、全国を上回るペースで人口減少が進み、今後、⾧期的な
減少が想定され、10年後には５万人以下となる推計も示されています。また、今後は世帯数の減少も予測されます。
今後は、自然環境や産業などの地域特性を活かしながら、移住定住を促進するとともに、魅力ある持続可能な居

住環境の形成、住宅関連産業の活性化など、人口が減少しても安心していきいきと暮らせる居住環境を目指す必
要があります。
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（２）目標管理戸数の設定
上記（１）に示した考え方により、 2030年度、2040年度における目標管理戸数については、現在、管理し

ている市営住宅401戸に対し、以下のように設定します。

＜市営住宅の目標管理戸数＞ ２０３０年:約３５０戸 ／ ２０４０年:約３２０戸
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７．住生活基本計画の体系図

第5章 ー住生活基本計画ー

取り組むべき課題 基本目標

【基本目標１】
誰もが安心して
暮らせる住まい

課題１

少子高齢化に対応し、
誰もが安心して暮らせる
住まいの確保

【基本目標４】
活力ある住関連産業

【基本目標５】
魅力ある

持続可能な住環境

課題４

人口減少に対応し
地域特性を活かした
持続可能な住環境づくり

【基本目標２】
空家を活かした
持続可能な住まい

【基本目標３】
安全で快適に
暮らせる住まい

課題３

安全で良質な住宅の供給

課題２

増加する空家の対応

.

基本
理念

「
住
み
続
け
た
い
」
「
住
み
た
い
」
と
思
え
る
石
狩
の
住
生
活

基本
理念
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[基本方針⑦]
移住、定住の促進

[基本方針⑤]
住宅の安全性と質の向上

基本方針 推進施策

[基本方針①]
若年世帯が石狩に住みたくなる
仕組みづくり

・結婚新生活支援事業
・移住定住促進関連事業
（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）

・住宅セーフティネット制度の普及
・低所得者への市営住宅の供給や管理

・結婚新生活支援事業【再掲】
・移住定住促進関連事業
（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）【再掲】

・農漁業担い手支援事業

[基本方針③]
住宅確保要配慮者の居住の
安定確保

・耐震改修への啓発、普及、補助
・⾧期優良住宅の普及促進
・建築物応急危険度判定士の登録推進
・安心Ｒ住宅の普及促進
・居住環境改善事業【再掲】

・空家情報の発信
・居住環境改善事業
・移住定住促進関連事業
（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）【再掲】

[基本方針④]
空家の対応

・居住誘導区域への誘導･集約
・地域環境の把握及び状況提供
・ハザードマップの提供、市民の防災知識の向上
・住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付【再掲】
・屋根雪に関する注意喚起情報の提供
・居住環境改善事業【再掲】

[基本方針⑧]
地域特性を踏まえた
暮らしやすい住環境の形成

[基本方針⑥]
地域を支える住生活関連産業の
活性化

・耐震改修への啓発、普及、補助【再掲】
・⾧期優良住宅の普及促進【再掲】
・住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付
・居住環境改善事業【再掲】
・移住定住促進関連事業
（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）【再掲】

・住宅改修費の支援（介護居宅サービス）
・間口除雪への支援や除雪機貸与（在宅福祉サービス）

[基本方針②]
在宅福祉が充実する住環境づくり

第5章 ー住生活基本計画ー
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基本方針④空家の対応

基本方針②在宅福祉が充実する住環境づくり

基本方針③住宅確保要配慮者の居住の安定確保

基本方針①若年世帯が石狩に住みたくなる仕組みづくり

【基本目標１】誰もが安心して暮らせる住まい

８．基本方針の詳細説明

若い世代の移住や定住を促進するため、若年世帯が市内で安心した生活をスタートできるよう、婚姻に伴う住
居費や引っ越し費用などを助成するほか、移住や定住に関する相談をワンストップで対応する窓口の有効活用を
図ります。

＜推進施策＞
・結婚新生活支援事業
・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）

＜推進施策＞
・住宅改修費の支援（介護居宅サービス） ・間口除雪への支援や除雪機貸与（在宅福祉サービス）

高齢や介護が必要な状態になっても自宅で安心して住み続けられる居住環境を形成するため、介護保険にお
ける介護居宅サービス及び在宅福祉サービスを適切に運用します。
具体的には、自宅の手すり取り付けや段差の解消などの小規模な改修費用を支給（介護居宅サービス）する

ほか、冬期間における生活路の確保に向け、玄関先から公道までの除雪や除雪機の貸与を行います。（在宅福
祉サービス）。

＜推進施策＞
・住宅セーフティネット制度の普及 ・低所得者への市営住宅の供給や管理

【基本目標２】空家を活かした持続可能な住まい

全国的な空家の増加にともない、周辺の居住環境への悪影響が懸念されます。そのため、不適正管理住宅を
早期に解消し、耐震化が図られていない住宅について耐震化を促進する観点から、空家の適切な除却及び改修
を促し、良質な住宅の流通促進と安全で快適な住環境づくりを進めます。
また、空家に関する情報について、「北海道空家情報バンク」などの既存の仕組みと連携し、積極的に情報提

供を行います。

＜推進施策＞
・空家情報の発信 ・居住環境改善事業
・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）【再掲】

第5章 ー住生活基本計画ー

今後の超高齢社会において、高齢者などの住宅確保に配慮が必要な市民の需要に対応するためには、市営
住宅だけではなく、道営住宅、公的賃貸住宅(UR住宅)や民間住宅も含めた様々な住宅市場全体で重層的な
住宅ストックによりカバーしていく必要があります。そうしたうえで、市営住宅については、低所得者世帯の動向を踏
まえ管理戸数の適正化を図ります。
国の推進する住宅セーフティネット制度の普及については、更なる制度の周知及び、福祉分野との連携が求めら

れます。
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基本方針⑦移住、定住の促進

基本方針⑧地域特性を踏まえた暮らしやすい住環境の形成

基本方針⑥地域を支える住生活関連産業の活性化

基本方針⑤住宅の安全性と質の向上

【基本目標３】安全で快適に暮らせる住まい

住宅の安全性確保のために重要な耐震性能について、基準を満たしていない既存住宅の耐震改修を進めるた
めの支援を行います。また、全国で頻発する地震等の災害に備え、住宅を含む被災建築物の危険度の応急的
な判定体制を整えるため、建築物応急危険度判定士の育成に努めます。
⾧期にわたり住み続けられる住まいづくりに向けて、⾧期優良住宅の普及促進を図るとともに、良質で安全な既

存住宅が流通し有効活用されるよう、安心Ｒ住宅の普及を進めます。
＜推進施策＞
・耐震改修への啓発、普及、補助 ・⾧期優良住宅の普及促進
・建築物応急危険度判定士の登録推進 ・安心Ｒ住宅の普及促進
・居住環境改善事業【再掲】

【基本目標４】活力ある住関連産業

住宅の安全性確保や質の向上、空家の除却や活用、冬期における雪対策関連等の取組を通じ、石狩市の
住生活を支える関連産業の活性化を図ります。
冬期における雪対策については、住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付を継続します。

＜推進施策＞
・耐震改修への啓発、普及、補助【再掲】 ・⾧期優良住宅の普及促進【再掲】
・居住環境改善事業【再掲】 ・住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付
・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）【再掲】

＜推進施策＞
・結婚新生活支援事業【再掲】 ・農漁業担い手支援事業
・移住定住促進関連事業（空家活用助成、ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ相談窓口の設置など）【再掲】

石狩市への移住、定住を促進するため、若い世代や市外から市内に通勤する就業者、一次産業従事者など
多様な層を対象に、資金面での支援や空家活用、相談対応などの取組を進めます。
一次産業従事者については、石狩市の重要な産業である漁業及び農業の持続に不可欠な担い手を確保する

ため、新規就業者や新規参入者への支援の一つとして、家賃に対する助成を継続します。

＜推進施策＞
・居住誘導区域への誘導･集約 ・地域環境の把握及び状況提供
・ハザードマップの提供、市民の防災知識の向上 ・住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付【再掲】
・屋根雪に関する注意喚起情報の提供 ・居住環境改善事業【再掲】

石狩市の特性や今後のまちづくりの方向性を踏まえ、空家の活用等により移住・定住施策を推進し、都市計画
マスタープラン及び立地適正化計画に定めた居住誘導区域への居住を誘導します。
また、安全で暮らしやすい住環境の形成を図るため、環境の保全及び創造に関する施策を推進し環境状況の

結果を提供するとともに、地域の低炭素化、資源循環型社会への取組に努め、災害に備えて「土砂災害ハザー
ドマップ」「石狩市地区防災ガイド」などを活用し、防災知識の向上及び意識啓発を図ります。更に、冬期に安全
で快適に暮らせる住まいづくりに向けて、住宅地に関連する消融雪機器設置費に対する貸付のほか、市のホーム
ページ等を通じ雪に関する注意喚起情報を提供します。

【基本目標５】魅力ある持続可能な住環境

第5章 ー住生活基本計画ー
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